Transformation of Household Waste Separation and Collection in Sweden How has convenience been taken into account? by 高橋,若菜
57宇都宮大学国際学部研究論集　2013　第35号,　57−72
スウェーデンの家庭ごみ分別収集の変遷
―いかにして利便性は確保されたか―
高　橋　若　菜
はじめに　
2012年4月に筆者がスウェーデンへ渡航してか
ら、およそ半年が経過した。もともと研究目的
の滞在であるが、日々の生活を営む中で、一般廃
棄物の分別排出を肌で体験するよい機会ともなっ
た。日本の経験との対比の中で、興味深く感じた
のは、たとえば以下のような点である。
第一に、自宅（ヘルシンボリ市）でもオフィス（ル
ンド市）でも行っている生ごみの分別排出につい
てである。日本では、都市部で生ごみ分別収集を
実施している自治体はまれであるが、スウェーデ
ンでは都市部ほど生ごみ分別収集リサイクルが進
んでいることは既知であった。その内容は拙稿 [高
橋 2011]にもまとめている。
実際に体験してみると、生ごみ分別排出は、
シンプルでたやすく取り組める仕組みになってい
た。生ごみ分別は、まずキッチンからはじまる。
自宅でもオフィスでもシンク下の扉の裏に、プラ
スチックトレイを置き、そこに廃棄物処理公社か
ら無料で提供される生ごみ分別用紙袋を口を開い
て置き、生ごみを入れる（写真1、2を参照）。プラ
スチックトレイはホームセンターや家具専門店な
どでもディスプレイがあり、安価で購入する事が
出来る（写真3を参照）。雑貨や家具紙袋がいっぱ
いになると、紙袋の口を丸めて閉じ、建物外にあ
る収集用カートに入れる。カートにはいつでも入
れる事ができ、廃棄物処理会社の収集車が、2週
に1度収集にくる。
第二に、収集用カートのつくりである。スウェー
デンでは、戸建て住宅の場合は各戸収集、集合住
宅（タウンハウスや、低中高層のマンション）の場
合はステーション方式であることは既知であった
1。このうちヘルシンボリ市では、各戸収集の場合、
370リッターあるいは240リッター容量のカート2
台（それぞれ中が4つの空間に分かれており、一台
は生ごみ、紙容器、有色ビン、ふつうごみを、も
う一台は、無色びん、紙ごみ、ソフト /ハードプラ
スチック、メタルを分別して排出できる）が用い
られる（写真4、5、6参照）。
この収集用カートは、使ってみると、結構重量
がありどっしりしているが、下部に後輪が2本つ
いているので、少し傾ければ移動は容易である。
蓋にある取手はつかみやすく、開閉にそれほど力
はかからない。蓋はしっかりしまるので、雨風に
も耐え、臭気が漏れだすこともほとんどない。ま
た、収集カートから収集車への移動は、収集車に
取り付けられたリフト装置と容器反転装置を利用
して行われるため、収集作業も効率的で危険が少
A 氏自宅台所の流し下のごみ分別。
扉裏に取り付けられたプラスチック
トレイに指定紙袋を置き生ごみを分
別する。奥にはプラスチック分別用
ごみ箱と一般ごみ箱もある。
マルメ市廃棄物計画において紹介さ
れた、家庭ごみ分別の一方法。キッ
チンの引き出し内に、複数の分別容
器が備えられている。Avfallsplan för 
Malmö Stad och Burlöv Kommun 2011-
2015, p.7.
家具販売店 IKEA のパンフレットで
も家庭ごみ分別が紹介され、またそ
の容器も販売されている。※日本語
版パンフレットには同頁の紹介はな
い。IKEA, Kök & vitvaror 2013, p.39.
写真１ 写真 2 写真 3
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なく、収集要員にも負担が少ない。なお、このカー
トには、ICチップが埋め込まれている事もわかっ
た。聞けば、この情報の中には顧客情報が埋め込
まれ、社内コンピューターネットワークで共有さ
れ、収集要員による収集状況確認にも利用できる
という。こういうサービスにまで IT化がすすんで
いることは、筆者にとっては新鮮な驚きとなった。
あくまで一主婦としての個人的観点からではあ
るが、以上に述べたようなスウェーデン・ヘルシ
ンボリ市での家庭ごみの分別排出は、日本のそれ
と比べれば、たやすくユーザーフレンドリーであ
るように見受けられる。日本の住宅街の家庭ごみ
収集現場では、前述のような後輪付きカートはな
く、各戸で袋詰めにしたものをステーションに持
ち込み、からすよけのネットをかける、といった
風景が今なお主流である。家庭での分別は、手間
がかかることを前提に、住民意識やモラルの問題
が強調されがちである。しかし、スウェーデン・
ヘルシンボリ市の分別収集の仕組みは、そのよう
な個人のモラルや努力のみに還元されていない。
ユーザーフレンドリーすなわち利便性を追求す
るという考えは、スウェーデン環境庁による持続
可能な廃棄物管理戦略の中に如実に現れている。
すなわち、2005年に公表された同戦略が設定した
五つの優先的取組みの一つは、”It must be easy for 
households to sort their waste”（家庭でのごみ分別
はたやすくなくてはならない）とされる 2。なぜど
のように、ユーザーの利便性の必要性が認識され
推奨されるようになってきたのか。
以上の問題関心を念頭に、本稿では、スウェー
デンにおける家 庭ごみの分 別 収 集の変 遷をたど
り、ユーザーの利便性追求のコンセプトが、いつ
どのような社会背景や政策変化の中で登場し、政
策反映されてきたかを探ることを目的とする。
方法としては、行政関連資料や先行研究、筆者
によるインタビュー内容や、既存のアンケート調
査結果を組み合わせながら、分別収集の変遷を3
つの時代区分に分けて再構成し、ユーザーの利便
性追求のコンセプトがどのように誕生し政策に反
映され実践されているかを探っていく。
ここで、行政関連資料とは、スウェーデン環境
庁、スウェーデン廃棄物協会、OECD、ルンド市
およびヘルシンボリ市等の公開資料をさす。一般
市民へのインタビュー内容は、筆者が2011年8月
に4名、2012年9-10月に3名を対象に、質的調査
法に基づき行ったデータを用いる3。既存のアンケー
ト調査は、2011年にルンド大学国際環境産業経済
研究所の東條なお子准教授の指導のもと、修士学
生グループによって行われた調査「ルンド市におけ
るリサイクル行動に関する研究（Study of Recycling 
Habits in Lund Municipality）」を用いる 4。
Ⅰ 無分別から古紙分別回収へ（1970〜80年代）
スウェーデンでは、1972年、公衆衛生法（Public 
Cleansing Act）が制定された。先行研究によれば、
同法は、自治体に家庭ごみの収集と輸送の責任を
課している。1980年の法改正では、自治体に対し
て、より明確に、家庭ごみの合理的効率的で環境
上適切な処理を課せられることとなった 5。
この間、他の先進各国に違わず、スウェーデン
でも1960年代から70年代にかけてごみ量が増大し
多様化していた。このため、1975年には、廃棄物
ヘルシンボリ市の各戸収集用の複数
分別カート。1 台は生ごみ、紙容器、
有色ガラス、普通ごみ、1 台は無色ガ
ラス、プラ容器、メタル、紙ごみを
分 別 す る。[http://www.nsr.se/Default.
aspx?ID=1322]
ヘルシンボリ市内郊外の住宅におけ
る、各戸収集用の複数分別カート。
敷地にゆとりがあり、門扉の外に収
集用カートが並べられている。筆者
撮影（2012 年 10 月 20 日）。
ヘルシンボリ市内の住宅密集地にお
ける、各戸収集用の複数分別カート。
庭がなく、住居に密接して収集用カー
トが並べられている。筆者撮影（2012
年 10 月 20 日）。
写真 4 写真 5 写真 6
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のリカバリーと管理に関する法案が制定された。
この法 案で定められた資 源 再 生を支 援するため
に、同年、廃棄物処理のための国家支援に関する
法令（Decree on State Support for Waste Treatment）
が可決され、資源再生や機械分別等の施設に対し
て、最大で資本金の50%が助成されることになっ
た。こうして、ごみから再生可能な資源を取り出
すための機械分別の装置設置やコンポストなどに
助成が進んだ 6。ただ、結論から言うと、この助成
はうまくいかず、1980年にはとりやめられること
になった。その理由は、「新設された施設での技
術はただ新しいだけで十分に評価されたものでな
く、廃棄物からとりだされた再生資源、あるいは
コンポストの質が低く、市場の確保ができなかっ
た」ことだと、とスウェーデン環境庁および先行
研究は分析している 7。一方1975年の公衆衛生法
改正により、古紙の資源再生を目的とした“資源
再生条項”が加わると、自治体は家庭ごみのう
ち古紙は別個回収保管するよう求められるように
なった。
では、以上に述べたような社会背景と政策変化
の中で、当時、現実にいかなる分別収集サービスが
展開されていたであろうか。1984年に、スウェーデ
ン公衆衛生固定廃棄物管理協会に在籍する職員が
公表したある先行研究によれば 8、当時の家庭ごみ
の分別排出は、以下のような状況にあったという；
家庭ごみのおよそ 50％は直接自治体が、42％
は自治体から委託を受けた民間請負業者が収
集している。
家庭ごみは、集合住宅の場合は地下などにある
専用のごみ保管室に、一戸建ての場合はほとん
どの場合入り口のあたりに集められる。
家庭ごみの約 75% は、使い捨ての 125-350ℓの
ごみ袋（90％は紙製、10％はプラスチック製）
にて収集される。しかし小さくて車輪のついた
プラスチックのカートへの要望が高くなってい
る。現時点では 25% の家庭ごみがそのような
容器で回収されている。また少ない割合だが、
パイプラインを通じた収集もなされている。
スウェーデンでは、現在家庭ごみおよび産業
廃棄物の収集運搬のために、1800 台ほどの車
両がある。車両の多くは、平均 15m3 の容量が
ある圧縮タイプのものであり、年間 175-200 台
の新たな需要がある。ただし、中継所と連結
できる、こぶりで軽量の車両への関心が高まっ
ている。これは、とりわけ、狭い道路や田園
地方で、また古紙のような再生原料を運搬す
る上で、高い関心を呼んでいる。
1983 年には古紙（家庭からの新聞や雑誌、段
ボールは含まない）の回収率は 52％となった。
284 ある自治体のうち 230 から 240 の自治体は、
何らかの古紙収集を組織立って行っている。
これは、スウェーデンの人口の 90％が古紙再
生に参加していることを意味する。1984 年現
在、スウェーデンの製紙工場からの古紙の需
要は非常に高い。もちろん、この需要は、国
際市場によって大いに左右され、変動しうる。
この記述から、1980年代は、自治体によるごみ
収集は、多くは普通ごみと古紙の2種類であった
こと、また現在すっかり主流になっている後輪つ
きカートはまだそれほど普及されておらず、使い
捨ての紙袋かプラスチック袋が使われていたこと
がわかる。ただし、ここで注目に値するのは、各
戸収集では道端にごみ袋を直接置きネットをかけ
るのではなく、鉄製の容器が使われていた点であ
ろう。当時ヘルシンボリ市の戸建て住宅に在住し
ていたC氏は、当時の収集状況を次のように証言
している。
家庭ごみは、自治体から配られる大きな袋に
つめて、深緑色の鉄製の容器の中に入れまし
た。高さが 1 メートル以上ある結構大きい容
器です。この容器の上の蓋は開けられるので、
そこからいつでもごみ袋を放りこむことがで
きました。この鉄製の容器もごみ収集袋も自
治体から配られます。そのために料金を支払っ
ているのだと思います。料金を払う感覚は今
も昔もさほど変わりません。当時の捨て方で
すが、何でも一緒にして捨てられるし、いつ
でも捨てることができるから、わりに便利で
したね。収集車は週に 1 度きました。収集に
くる作業員は大変だったろうと思います。と
いうのも、鉄製の容器は大きくて、上の蓋か
らはごみを取り出せないから、側面のカバー
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を外して大きなゴミ袋を取り出すのです。手
間がかかっていましたし、大きいし重たいし
大変そうでした。もっとも容器から収集車ま
では、そのまま引きずっていくのではなくて、
簡単な手押し車みたいなものを使っていまし
た。古紙は、容器はなかったから、決められ
た日時にひもで縛って出しました。記憶が曖
昧ですが、だいたい月に 1 度ぐらい回収日が
あったように思います。
この証言と前述の先行研究の記述を対照すれ
ば、スウェーデンでは当時からごみの排出は有料
であり、料金支払いと引き換えに、容器とごみ袋
と回収サービスが提供されていた事がわかる 9。な
お、収集日は週に1度だが、いつでも排出できる
ので、ユーザーの利便性は既に高かったことが窺
われる。一方収集の作業員にとっては、重労働で
あり、このために、後輪のついたカートの需要が
高まっていた事もわかる。
一方当時マンションに住んでいたA氏は、以下
のように証言する。
マンションでは各戸の玄関外の壁にダストシュー
ト（ごみを投入できる丸い鉄扉）がありました。
そこに袋にいれたごみを投入すると、ごみは壁の
中のチューブを落下して地下のごみ集積所に集め
られる仕組みになっていました。いつでも捨てら
れるので便利でした。今は、ほとんどのマンショ
ンで、もう使われなくなったでしょうね。
ダストシュートは、日本でも戦後の高度成長期
によく使われていたが、今日はほぼ姿を消してい
るものである。ダストシュートを通じたごみ排出
は、24時間いつでもできるため、ユーザーにとっ
ての利便性はやはり高いと言えよう。なお、当時
住民にとって、家庭ごみを分別排出する機会は、
自治体による古紙回収のみに限定されていた訳で
はない。小規模なリサイクル、リユースに関する
様々な取組みは個別にあったが、全国展開された
取組みとして、1984年にはじまった飲料容器のデ
ポジット制度に言及しておきたい。同制度のもと
では、対象飲料を販売している小売店やスーパー
マーケットなどにおいて、アルミ缶の回収機が設
置されている。消費者がアルミ缶一つを返却すれ
ば、0.5クローナ戻ってくるという、経済インセン
ティブを用いた収集システムである。このデポジッ
ト制度は、その後、ワインなどのビン（リターナブ
ル、ワンウェイ）、ペットボトル（リターナブル、
ワンウェイ）にも適用され、今日にまでいたって
いる 10。
Ⅱ EPR導入と分別排出方法の多様化（1992年〜）
前 節でみたような従 前の分 別 収 集のスタイル
は、1990年代に入ると大きく変化していく。ここ
では、変化をもたらした社会背景の考察からはじ
めたい。
1980年代に、資源保全の観点からリサイクルは
進んだものの、システムとしての効率性は低く、
また集められたリサイクル資源の質も異物混入率
が高く、市場価値が低い、市場確保が難しい、と
いった問題も生じた。そういった背景から、何ら
かの「汚染回避的（preventive）」な措置をとる必要
性が広く認識されるようになっていった 11。こうし
た考えは1990年の廃棄物法における、廃棄物問題
を、資源保全の重要性のみならず環境問題として
とらえるべきだという記述にもみてとれる 12。かく
して1992年の法案1992/93:180において、持続可
能な発展に向けた資源循環再生を達成させる上で
“エコサイクル（ecocycle）”原則が確立された 13。
この「汚染回避」した方法での「エコサイクル」の
実現に最も大きな影響力を行使しうるアクターと
して注目されたのが生産者であった。拡大生産者
責任（Extended Producer Responsibility, 以下EPRと
略称）概念の登場である。
EPRとは、「物理的および /あるいは金銭的に、
製品に対する生産者の責任を製品のライフサイク
ルにおける消費後の段階まで拡大させる」という
「環境政策のアプローチ」として定義される 14。
EPRによって、製品の最終処分における環境上の
外部費用が内部化されることにより、「市場原理」
が働き、生産者による製品の環境設計が促され、
その結果「廃棄物の発生抑制および削減、生産に
おけるリサイクル原材料の利用の拡大、ならびに
資源効率の増大の達成」を促すことができると考
えられたのである 15。
今日OECD諸国のみならず、広く非OECD諸国
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にまで普及しつつあるEPR原則であるが 16、この
概念が公文書に初出したのはスウェーデンにおい
てであり 17、その提唱者はルンド大学の研究者、
トーマス・ リンクヴィストであった。2001 年に
OECDが公表したEPR各国政府のためのガイダン
スマニュアルでは、各国の多様性に配慮して、責
任分担のあり方にも多様性があることを言及した
が 18、1994年にスウェーデンで採用されたEPR原
則は、生産者の責任を厳密に捉えるものであった。
生産者に収集およびリサイクルの物理的責任と金
銭的責任が課されたのである 19。もっとも生産者
責任という言葉には、生産者に道義的、倫理的責
任を追及するという意図はこめられていなかった
は留意すべきであろう 20。むしろ、EPRによって、
製品の環境設計が促されるという効果とともに、
自治体の負担軽減という効果がもたらされる事が
重視されたのである。
EPRの対象となったのは、容器包装（アルミニウ
ム、段ボール、紙、プラスチック、ペットボトル、
スチール、ガラス、木製容器など）、古紙、タイ
ヤであり、2000年代には、電気電子機器も対象と
なっていく。
1994年に容器包装に関するEPR制度が導入さ
れると、容器包装の収集とリサイクルを共同で運
営管理する目的で非営利目的の資材企業（Material 
Company）が、紙、プラスチック、金属、コール
ゲートウォール、ガラスそれぞれの業界において
設立された。またガラス以外の4つの資材会社が
共同でReparegistret 社 （REPA=Register for producer 
responsibility） という非 営 利 組 織を設 立した。
REPAは各製造時業者から分別収集リサイクル費
用を徴収し、回収業者に分別収集費用を、リサイ
クル業者にリサイクル費用を支払う。また、REPA
は全国およそ7500カ所に、家庭から排出される
容器包装廃棄物の回収のためのリサイクルステー
ションを設けている 21。このリサイクルステーショ
ンは、現在、スウェーデンのどの街でも見かける
事ができる。高さ、幅、奥行きとも各1.5メートル
ほぼある深緑色のリサイクルコンテナーが数台無
造作に並んで設置されている。有人監視はなく柵
もない。住民は24時間いつでも無料で、紙、プラ
スチック、段ボール、金属の容器包装を分別排出
することができる。設置場所は、スーパーの横や
バスターミナル、駅の近隣など、あるいは車でア
クセスがよい公道沿いなどにみられる。
REPAに加入する会員企業は約一万社あり、容
器包装市場の約9割を占める。ただし、EPRを課
せられた生産者は、REPA以外の独自のリサイク
ル分別回収システムを構築してもよい。そのため、
例えば家電量販店等でも、バッテリーの回収など
幅広く行われている。
一方、EPRとは別に、自治体による分別収集も
強化されていく。1990年の廃棄物法案では、自治
体が廃棄物管理計画を作成するよう義務づけられ
た 22。自治体は、市民や市議会からの要望で、高
い環境目標と廃棄物分別収集サービスを提供する
ことが求められた 23。このため、自治体は、個別
収集とリサイクルセンター開設の二つの方法で、
ル ン ド 駅 前 の ス ー パ ー
マーケット内に設置され
たデポジット回収機。空
き瓶は大きさにより 0.9
か 0.6 クローナ。ペット
ボトルは、大きさにより
1 か 2 クローナ。アルミ
缶は 0.5 クローナが払い
戻される（1 クローナは、
2012 年 11 月 時 点 で、 約
12.5 円）。筆者撮影（2012
年 9 月 30 日）。
ルンド駅前の REPA によるリサイクルステー
ション。紙、プラスチック容器、段ボール、
金属を回収する。無人で柵などもなく、24
時間いつでもリサイクル可能なごみを持ち
込める。
写真 7
写真 8
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分別収集に乗り出していく。
まず個別収集であるが、分別収集の対象となる
のは、自治体が従前より責任を負っている、ふつ
うごみ、粗大ごみ、庭ごみ（枝葉）、危険ごみをは
じめとして、EPR対象ごみも部分的にとりあつか
われていった。先述のC氏は当時のヘルシンボリ
市の状況を以下のように振り返る。
家庭ごみを分別排出するために、深緑の鉄製
の容器がもう一つ配られました。普通ごみを
入れる容器と同じぐらいの大きさで、やはり
深緑色の鉄製容器なのだけれど、違うのは、
中が 2 段の棚になっていることです。ここに
無色ガラス、有色ガラス、段ボール、古紙の 4
つの品目を分けて入れるのです。自分で段ボー
ルなどの箱を用意して、分別排出しました。
やはり週に 1 度ほど、回収があったと思います。
この証言からは、EPRの一部品目については、
自 治 体による分 別 収 集が始まっていた事がわか
る。さらに、自治体はこの時期、住民が持ち込め
るように（drop-off）、リサイクルセンターを開設し
た。REPAによるリサイクルステーションとは異な
り、自治体公社（municipality company）自身、あ
るいは事業者委託により運営されるリサイクルセ
ンターは、フェンスなどに囲まれた有人監視であ
る。センターの多くは週7日、夜間をのぞき比較
的長時間開けられており、住民は決められた時間
内に無料で、家庭ごみを分別排出する事ができる。
当時、自治体が責任を負う家庭ごみは、一般ごみ、
粗大ごみ、枝葉、危険ごみであるが、これ以外に
EPRが対象とする紙容器、ガラス容器、プラスチッ
ク容器、金属容器、古紙、段ボール、電気電子機
器、タイヤ、といった多種多様な廃棄物も、自治
体のリサイクルセンターで分別排出できる。
こうして自治体公社により収集されたごみは、
前述の資材企業に渡され収集コストが支払われる
契約がなされているが、その対価は必ずしも、実
際にかかった費用には満たなかったり、支払いが
滞ったり、問題をはらむ者であった事が、政府資
料や複数の文献で指摘されている 24。
以上からすれば、当時、住民にとっての分別排
出の機会は、①自治体による各戸収集・集合住宅
での収集（一般ごみ、びんや古紙などEPR対象品
目の一部）、②店頭でのデポジット制（アルミ缶、
ビン、ペットボトル；写真7を参照）、③REPAに
よるリサイクルステーション（紙、プラスチック、
段ボール、金属；写真8を参照）、④REPAに入っ
ていないEPR品目の店頭回収（写真9参照）、⑤自
治体によるリサイクルセンター（写真10参照）、
の5つに多様化した事がわかる。
多様化した分別排出の機会を得て、スウェーデ
ンにおけるリサイクル率は確かに高まったようで
ある。EPR提唱者のリンクヴィストの分析では、
デポジット制を用いた場合のアルミ缶、ビン、ペッ
トボトルの回収率は、1990年代を通じていずれも
90％前後にとどまり、概ね高止まりの傾向にある
という 25。また1998年時点での容器包装の回収率
は、ビンが84 ％、コールゲートボードが85 ％、
スチール缶が71％、といずれも目標値に達してい
ヘルシンボリ市内の IKEA にある店
頭回収拠点。「私たちは気候ではなく
世界を変えたい」と書かれている。
回収されている品目は、段ボール、
ソフトプラスチック、電子ごみ、ア
ルミニウム、バッテリー、電球、蛍
光灯、電球型蛍光灯。筆者撮影（2012
年 9 月 30 日）。
ルンド市内のリサイクルセンター。ルンド市衛生局の管轄のもと、事業委託さ
れた SYSAV 社により運営されている。有人監視でフェンスに囲まれている。写
真 10 はセンターのマップと分別できる種類を掲げた看板。プラスチックやビン、
金属、古紙、段ボール、庭ごみ等を分別排出できる。写真 11 は、センター内部
の様子。通常、車で乗り付けた利用者が、上部からごみを巨大コンテナに投入
する。筆者撮影（2012 年 9 月 6 日）。
写真 9 写真 10・11
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る。しかしながら、プラスチックは31％、紙容器
は37％、飲料用をのぞくアルミ容器は27％と、目
標よりも低くなっている。プラスチックはドイツ
では80％（1996年実績）であったことからすれば、
スウェーデンの数値は低いと言わざるを得ない。
一部EPR対象品目の収集率が低くなった要因を、
リンクヴィストは、ドイツやオランダ等での実績
と対照した上で、収集方法の違いが決定的であっ
たと分析する。ドイツでの収集率の高さは、カー
ブサイド収集システム、すなわち従来自治体が提
供していたのと同じ方法で各戸収集を行うシステ
ムが導入されたために、「高い利便性が確保された
こと」によって、説明できるとリンクヴィストは
結論づけるのである 26。
Ⅲ ガバナンスの変化と自治体の役割強化〜情報・
コミュニケーションへの着目（2000年代〜）
前節では、“エコサイクル”の原則のもとで、
EPR原則が導入されたことが、生産者と自治体と
いう異なるアクターがそれぞれに分別収集を行う
という状況を作り出し、結果として、デポジット
制度による店頭回収や、EPRに基づくリサイクル
ステーション、自治体による分別収集やリサイク
ルセンターといったように、家庭ごみの分別排出
の機会の多様性を生み出したことを述べた。
90年代にはじまった分別排出機会の多様化は、
今日に至るまで維持されている。ただし、2000年
代以降の分別排出は、自治体による分別収集が強
化され、よりユーザーフレンドリーな視点が強調
されている点で特徴がみられる。また生ごみの分
別収集が都市部を中心に広がってきている事も特
筆すべきであろう 27。
このような変化をうんだ一因は、一義的には、
90年代の政策評価からでてきた政策課題への対応
としてとらえられよう。しかしここでは、より視
野を広げて、このような変化を生んだ背景要因、
すなわち環境法体系の整理とそれに伴うガバナン
スの変化について、若干言及しておきたい。
まず、1995年のEU加盟である。EU加盟に伴い、
スウェーデンでは廃棄物管理分野でもEUの政策
や規制枠組に自らを合致させる必要に迫られた。
このなかには、EUの廃棄物ヒエラルキー（Waste 
hierarchy；①排出抑制、②再使用、③リサイク
ル④その他リカバリー、⑤適正処分、の順番で
廃棄物管理にとりくむべきであるとするヒエラル
キー）の遵守、埋立指令、廃棄物焼却指令の遵守
が含まれる 28。たとえば、生ごみの埋立てを原則
禁止した埋立指令は、スウェーデンの生ごみのバ
イオガス化回収、コンポスト化という処理方法を
促進させる事になり、結果として家庭からの生ご
みの分別収集の拡大をもたらすなど、EU政策はス
ウェーデン内での分別収集にも大きな変化をもた
らした 29。
次に、1998 年にスウェ ーデンで制 定された、
環境法典（Environmental Code）である 30。既存の
煩雑な法体系を整理し、環境保護法に代わるもの
として効率的に持続可能な発展を達成させる事を
目的として設定された環境法典は、1969年の環
境保護法にかわる新たな基本法としての位置付け
を得ており 31、環境政策全般に関わる基本的原則
を設 定している。 たとえば、 第 2 章 1-7 節では、
考 慮すべきルール（Rules of Consideration） が定
められており、ここでは保護とエコサイクル原則
（Conservation and Ecocycle Principle）や予防原則
（Precautionary Principle）と並んで、妥当性原則
（Reasonableness Principle）が謳われている 32。こ
のような妥当性原則は、消費者にとってたやすい
分別収集を推進するという方針と合致する。
さらに、環境法典が制定された翌年には、環境
目標（Environmental Objectives）も制定された。環
境目標は気候や大気、オゾン層をはじめ15分野に
わたるが 33、廃棄物管理に関連する目標の多くは、
良好な建造環境（Good Build environment）に含ま
れる。具体的には、「埋立て処分量は、2005年ま
でに1994年比で少なくとも50％を削減しなくては
ならない」、「2010年までに家庭ごみの少なくとも
50％は、生物処理を含むマテリアルリカバリーな
されるべきである」、といった目標がならぶ 34。良
好な建造環境以外にも、気候影響を抑制する目的
での二酸化炭素やメタンの削減も、廃棄物管理と
関わる。たとえば石炭や石油にかわり生ごみから
生成されるバイオガスを用いることなども、温室
効果ガスの削減につながる。このように廃棄物処
理をそれ自体目的とするのではなく、分野横断的
に多目標とも組み合わせ、効率的にエコサイクル
を達成させる事をめざして環境目標は設定されて
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いる 35。
なお、このような環境目標は、中間的に数値目
標が設定され、その進捗状況は継続的なプロセス
で評価され、必要に応じて政府提案がなされ、議
会で修正される流れになっている。このうち2003
年にだされた政府提案では、以下の点が強調され
た。まず、社会基盤（infrastructure）の一部として
の廃棄物管理の重要性である。そのために国家廃
棄物計画と明確な地域計画により適切な廃棄物計
画がなされる事の重要性が喚起された。第二に、
より効率的な廃棄物管理を確保するために、ス
ウェーデン環境庁の責任を強化するという点であ
る。2005年に公表されたスウェーデン廃棄物管理
戦略では、スウェーデン環境庁の責任は、「環境的
に適っており、社会経済的に効率的であり、消費
者にとってシンプルな廃棄物管理を確実に提供で
きるようにすることにまで拡大させる」ことが明
記されている 36。第三に、環境庁の支援のために、
国家廃棄物審議会を設立することである。同審議
会は2004年に設立された。第四に、生産者責任を
よりよく地方適用するために、サービスを向上さ
せ、自治体による情報提供の責任を付加すること
である 37。
こうした一連の法体系やガバナンスの変化を基
盤として、2000年代には、分別収集の場において
ユーザーの利便性をさらに追求するような、複数
の重要な政策展開がみられた。
まず、 本 稿 冒 頭でも述べた通り、2005 年にス
ウェーデン環境庁により策定された持続可能な廃
棄物管理戦略の中で、五つの優先的取組みの一つ
として、家庭でのごみ分別はたやすくなくてはな
らない、という内容が取り上げられた事である。
同戦略では、拡大生産社責任の導入に伴い分別収
集率が格段に向上しリサイクルが進んだ事を一定
程度評価しつつも、たとえばプラスチックの容器
包装は30％のマテリアル再生という目標に対して
19％までしか達していない事などを指摘した上で
38、「政府は、家庭にとって容器包装や新聞の分別
は容易でなくてはならないと考えている。生産者
と自治体は、消費者が分別収集をシステムとして
捉えられるように、さらに改善を目指すべきであ
る」39、「生産者と自治体の責任分担はかえられる
べきではないが、両者間での協力はさらに発展さ
れるべきである」と指摘し、EPRのResonsibility（責
任）の概念を、従来の「物理的責任」「金銭的責任」
に加え、「情報」や「計画」にまで広げ、後者の責
任を自治体に負わせる事にした。そうすることで、
自治体の廃棄物管理能力や方法を監視し、社会の
中で効率的に、また消費者にとってたやすい方法
で行われていることを確保するようめざしたので
ある 40。
このように生産者と自治体の協力関係を促し、
より効率的な分別収集を考案する上で、さらに踏
み込んだ分析と提案を行ったのが、前述の国家廃
棄物審議会であった。国家廃棄物審議会は、ス
ウェーデン環境庁、国家住宅建築計画庁、スウェー
デン自治体・地域連合（SALAR）、スウェーデン廃
棄物協会から、大学、生産者協会、NGOなど15
名の異なる業界から選出された委員により構成さ
れる。同審議会は、容器包装や新聞など生産者責
任が課せられている家庭ごみの収集について検討
をし、自治体の調査やインタビュー、世論調査、
各関連業界の意見徴収をふまえ、2006年に効率的
な収集体系の構築に向けてガイドラインを公表し
た 41。このガイドラインでは、ユーザーの利便性を
考慮し、収集場所の選定や改善に際しては、生産
者と自治体に加えマンション管理組合などの利害
関係者の協議への参加と透明なプロセスを確保す
る事や、自治体が全体を調整し消費者に十分な情
報提供を行う事などが明記されている。また、生
産者により提供されているリサイクルステーショ
ンがしばしば乱雑な状況におかれていることをふ
まえ、環境改善やよりよい情報提供を生産者に求
めている 42。
他方、分別収集におけるユーザーの利便性の追
求に関する研究も強化されてきている。スウェー
デン廃棄物管理戦略では、気候変動等の新たな分
野における研究の拡大からすれば、廃棄物研究の
比重がやや下がってきたことを認めつつも、「社会
科学や学際的な研究が、廃棄物管理における社会
経済的側面を理解するのには重要である」と認識
し、「消費者に優しく費用効果的な廃棄物の分別
収集システム」などに焦点を当てた国家研究プロ
グラムを開始している 43。従来の廃棄物研究とい
えば、埋立てや焼却、生物消化やコンポスト、マ
テリアル再生など、廃棄物処理システムの自然科
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学的・技術的側面に重きを置いた研究が主流であっ
たが 44、1990年代から2000年代にかけては、家庭
ごみ収集システムの評価に関する社会経済的な分
析も増大した 45。たとえば、ダーレンとラガーヴィ
スト（Lisa Dahren and Anders Lagerkvist）は、こう
した先行研究を詳細にレビューした上で、スウェー
デン6都市のリサイクル管理政策と収集状況を比
較対照し定量的に分析し、①カーブサイドか持ち
込みか、②分別数や品目内容の違い、③義務化か
自発的参加か、④経済インセンティブの有無、⑤
情報戦略の違い、⑥居住形態（戸建てか集合住宅
か、都市か田園地帯か）、⑦社会経済状況（教育、
収入）、⑧自家コンポスト所有の有無、⑨分別排
出する別の機会・場所へのアクセス、の9つの要
素が収集率を左右する重要な項目であると指摘し
ている 46。スウェーデンにおける廃棄物管理研究
の重点の変化は、政策ニーズの変化と同時に、実
際の研究動向をも反映しているものとみなせよう。
さらには、分別収集の現場において、ユーザー
の利便性を向上させるための、施設整備への補助
金プログラムも開始された。スウェーデンでは廃
棄物管理にもともと税金の投入がなく、ユーザー
から徴収される料金によって自治体の廃棄物管理
が運営されているものの、政策誘導のために補助
金が活用される事があった。第1節で紹介した、
1970年代の資源再生や機械分別のための助成金
もその一例であるが、これ以外にも、埋立て量減
少により気候系への影響を緩和させる目的で導入
された地方投資プログラム（LIP: Local Investment 
Programmes:1998—2001年）、廃棄物からのバイオ
ガス再生等を推奨する目的で導入された気候投資
プログラム（Klimp. Climate Investment Programmes: 
2003-2006年）などの補助金プログラムが展開され
ている。これらに加えて、2005年から2006年にか
けては、集合住宅の所有者を対象に、住民の廃棄
物分別排出を容易にするための設備投資の30％を
助成するという助成金も導入された。この助成金
を受ける集合住宅は、電気電子ごみの分別収集も
義務づけられている 47。
以上のような、ユーザーの利便性を追求する姿
勢は、国家レベルだけでなく、自治体の廃棄物計
画においても確認できる。たとえば、マルメ市の
廃棄物計画（Malmo Stad Avfallplan）2011-2015年
版では、「廃棄物収集の空間や場所は、すべての
住民にとって、魅力的で、アクセスが容易であ
り、簡単でなければならない」と明記されている
48。ルンド市の廃棄物処理計画でも同様に、「廃棄
物管理を発展させるうえで、顧客にとってたやす
いこと、ただし効率的で持続可能な方法で行う事
が重要です」、「情報は廃棄物管理再生プロセスに
おいて重要です」、「ルンド廃棄物管理会社は、収
集リサイクルの手法について開発を続けていきま
す」といったように、ユーザー（顧客）の利便性
向上を重要視する記述が確認できる 49。
以上に述べたような、自治体の役割増加とユー
ザーの利便性を強調する政策変化の中で、それで
は現実に廃棄物分別収集の現場にどのような変化
が見られたのか。以下では、自治体の廃棄物管理
状況を統計的にとりまとめているスウェーデン廃
棄物協会（Avfall Sverige）の廃棄物管理報告書各
年版をもとに、インタビューと対照させつつ、自
治体が提供する分別収集サービス状況をみていく
ことにしよう 50。
まず、集合住宅についてであるが、同報告書に
よれば、「集合住宅については、ほとんどの自治体
では、容器包装や新聞のカーブサイド収集サービ
スが提供されて」いるという（写真12、13、14参
照）。筆者による個別インタビューでも、ヘルシン
ボリ市在住10年のM氏、ルンド市在住10年のN
氏、20年のL氏、転入したばかりの I氏、いずれ
の集合住宅においても、容器包装や新聞に加え、
生ごみの分別収集も実施されていることが確認で
きた。いずれのケースでも、集合住宅の敷地内に
ごみ分別排出専用の場所が設けられており（簡易小
屋のようなものから、倉庫のような個別の建物、
あるいは集合住宅本体の一部の地下1室など、多
様なスタイルがある）、そこに分別種ごとに深緑色
の後輪付き分別カートがずらっと並んでいるとい
う。ただしEPR対象となるごみのうち、どの品目
を分別収集するかは、マンションによって異なる
ことがわかった。たとえば、M氏、N氏のマンショ
ンでは、容器包装はもとより電池や電球など電気
電子ごみも細かく分別収集されていたのに対し、L
氏、I氏のマンションではそのようなサービスの提
供がなかった。集合住宅での分別収集システムは、
生産者、自治体と集合住宅管理組合の協議で決め
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られる事になっており、集合住宅の管理組合の裁
量で分別数や種類に違いがでてくる事が改めて確
認できる。なお、廃棄物協会報告書によれば、集
合住宅にて各世帯が支払うごみ処理料金は、全国
平均で約1260クローナ（日本円にすれば1万5000
円程度）とある。このごみ処理料金は、集合住宅
の場合は、管理費の中に含まれているとの説明を、
N氏から受けた 51。
分別収集の利便性について質問したところ、マ
ンションに住む4氏によれば、家庭ごみは24時間
いつでも分別排出ができ、割にたやすいというこ
とであった。生ごみ排出用の袋も、いつでもごみ
収集場所で無料で入手できるという。とりわけ分
別品目数が多いN氏は、マンション内でほぼ排出
できる事に満足している様子であった、一方、マ
ンション内で電気電子機器の分別排出の機会が
ないL氏は、年に2回ほど、庭ごみとともに、リ
サイクルセンターにまとめて捨てにいくとのこと
だった。なお、分別方法の周知については、通常
マンションの管理組合による説明がなされるとの
事で、転入したばかりの I氏も管理人から簡単な説
明を受けたということであった。なお、I氏の集合
住宅では、道路工事により資源ごみ回収業者のト
ラック進入ができない期間は、無分別の巨大なご
みコンテナが据え置かれ、道路工事が終わったと
たんに分別排出カートに切り替わったという。無
理はせず、条件が整えば直ちにリサイクル分別排
出に切り替えるという姿勢は、環境法典における
妥当性原則とも合致しよう。
次に、戸建て住宅の場合であるが、廃棄物協会
の報告書によれば、「混合ごみは、190lの容器で収
集され2週間に1度収集されることが多く」、「生ご
み分別排出は、専用カートにて収集されることが
多い」とのことであった 52。筆者が在住する南ス
ウェーデンのスコーネ地方では、最大都市である
マルメ市（人口30万人）とブーロフ市（人口1.6万
人）の廃棄物管理を担う自治体直営会社（municipal 
company）Va SyD社が、この方法を用いている。
一方で、同報告書によれば、「複数分別カート
や光学分別による場合も」ふえてきているという。
複数分別カートとは、筆者が冒頭で述べた、中が
4つの空間に区切られた2台のカートである。スコー
ネ地方では、ヘルシンボリ市（人口14万人）を含
む他6市の自治体直営会社NSR社（人口22.5万人
を管轄）、ルンド市衛生局（人口7.6万人）、またエ
スルブ市ほか3自治体の自治体直営会社MERAB
（人口6.1万人を管轄）も、複数分別カートを用
いている。その収集頻度は自治体や契約内容によっ
て異なる。多くの場合、一つめの容器では、生ごみ、
燃えるごみ、紙容器、有色ビンが、別の容器では
無色ビン、金属、プラスチック、新聞や古紙が分
別され、2週に一回から8週に1回の頻度で収集さ
れる。生ごみ分別排出には紙袋が用いられ、ごみ
回収時にごみカートの蓋に挟んでおけば、無料で
入手する事ができる。
なお、筆者がインタビューした戸建て住宅居住
者3名（ヘルシンボリ市のA氏、C氏、T氏）のうち、
単身のC氏は240ℓの分別カートを利用料1097ク
ローナを払って、家族と住むA氏とT氏は370ℓの
分別カートを利用料1776クローナ払って利用して
いる。この基本料金に加えて、C氏は、美観を損
ねたくないということと、家の中からごみを運ぶ
ヘルシンボリ市内およびルンド市内の集合住宅の分別収集拠点。写真 12 では、分別カートは、敷地境界の壁にそって並べ
られている。一方、写真 14 では分別カートはフェンスに囲まれて設置されている。写真 13 は、集合住宅敷地内に新設さ
れたばかりのごみ分別収集のためのビルトイン設備。筆者撮影（2012 年 9 月 20 日）。
写真 12 写真 13 写真 14
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距離が短くなるようにという配慮から、敷地境界
から10m奥まったところにごみ箱を設置し、その
ための費用として590クローナを、また庭の剪定
枝葉カート1台を契約し年間676クローナを追加で
支払っている。ここまでくると、一口に有料化と
言っても、日本の一部自治体で実施されているよ
うな指定制ごみ袋の購入という意味での有料化と
は、全く異質なものであることがわかってくる。
日本でも、たとえば電力会社や水道局との契約は、
世帯の需要に応じて基本料金をかえられるなど、
部分的にではあるが、サービスを選択することが
できる。サービスを自らの需要に応じて選択し対
価を払うという点では、日本における公共料金支
払いの感覚に似ている。
次に3氏に、分別収集の利便性について質問し
たところ、ただ複数分別カードのどのセクション
にすてるかという問題だけなので、全く面倒では
ない、 最 初は少し面 倒にも感じたが、 難しい訳
ではない、慣れればシンプルで、環境にもよいこ
とをしているので満足であるという意見が得られ
た。ユーザーの利便性に対する概ね肯定的な評価
はルンド大学で行われたアンケート調査結果とも
合致する。すなわち、同大学内で行われたアンケー
トで、既存の分別収集システムへの満足度を聞い
たところ、85％が満足であると応えている。不満
足と応えた15％のうち、10％は居住する集合住宅
内で生ごみ分別サービスが提供されていないこと
をその理由として挙げていた 53。
ただ、戸建て住宅の場合、集合住宅と最も異な
るのは、電子電気製品など、カートに含まれない
資源ごみの分別排出の機会がないということであ
る。この場合は、集合住宅のL氏と同様、自治体
によるリサイクルセンターか、店頭回収などに持
ち寄らなくてはならない。この点について、乾電
池や電球などを自宅内できれいに分別保管してい
るC氏は以下のように述べる。
商店街のはずれのバスターミナルのところに、
以前は、あのリサイクルステーション（REPA
による EPR 品目回収ステーション）があった
のですよ。でも、2000 年代前半に撤去されて
しまいました。捨て方が乱雑な人がいて、ご
みが散乱してきたないと地域住民から苦情が
出たのです。私は車を持っていないから、便
利でよかったのですが。
一方、T氏（移民）は、乾電池や電球などは分別
排出していない。
一度、捨て方があまりよくないというので、
市がごみを回収してくれなかった事があり
ました。夫がきれいに分別しなおしてくれ
て、NSR もとりにきてくれました。それ以降
は、問題は特にありません。ペットボトルな
どは、家庭内のプラスチックごみにはすてず
スーパーに持っていって換金します。デポジッ
トシステムはとてもいいと思います。私の出
身国でも、おかねになるのだから、必ずやる
と思いますよ。でも乾電池はどうでしょうか。
わざわざ遠くにまで持っていくのも面倒と思
います。もう電気もなくなっているし、小さ
くてたいした量でもないから、普通ごみに混
ぜて捨ててしまいます。もし分別カートの種
類が増えたら、ですか？だったら分別して出
すでしょうね。
こういったT氏の意見からすれば、カーブサイ
ド収集でカバーされている資源ごみの分別排出は
利便性も高く満足度も高いのに比べて、カーブサ
イド収集でカバーされない資源ごみの分別排出に
ついては、依然として課題が残っている事が明ら
かである。
なお、収集作業員の労働環境については大幅
な改善がみられることが、前述の廃棄物協会の報
告書において明らかにされている。同報告書は、
「従前、廃棄物収集現場では多くの作業員の怪我
を伴った。作業員にとって重いごみ袋を持ち上げ
る事は日課であり、廃棄物収集作業員たちは肉体
的に鍛えておかねばならなかった。今日、ごみ袋
は蓋つき容器や他の形態の容器に取って代わられ
た。収集現場での手作業にかわって、地下の減圧
輸送システムのような新技術も登場しつつある」
とし 54、労働環境が改善された事を示唆している。
おわりに
本稿では、スウェーデンにおける家庭ごみの分
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別収集の変遷をたどり、ユーザーの利便性追求の
コンセプトが、いつどのような社会背景や政策変
化の中で登場し、政策反映されてきたかを探った。
本稿の分析からは、1970年代には古紙回収の分
別収集サービスがはじまったこと、80年代にはデ
ポジット制度が開始され経済インセンティブを伴
う分別排出の選択肢が現れたこと、90年代にEPR
の政策適用に伴い、リサイクルステーションやリ
サイクルセンターもでき、店頭回収も増え、自治
体の分別収集も少し増えるなど、分別排出の場が
多様化したこと、2000年代には分別排出の場の多
様性は維持されつつも、自治体が提供する役割が
強化され、ユーザーの利便性追求が政策目標にま
で昇華された事が明らかになった。
冒頭に述べたような、筆者が日常的に経験して
いるヘルシンボリ市における戸建て住宅の複数分
別カートによる収集方法は、スウェーデン環境庁
や各自治体が目指してきた、消費者にとって簡単
でシンプルで効率的な分別収集方法という要求を
満たしており、分別収集のある種の理想的な姿を
提示しているようでもある。しかしこれが真に理
想的であるのか、消費者はどのように受け止めて
いるのか、といった点については、今後更なる研
究の発展が必要であろう。
ただ、複数分別カートによる分別収集は、ス
ウェーデン全 土で現 在 採 用されている訳でもな
い。光学分別や地下減圧システムを用いた無人の
収集方法など、複数の効率的で簡単な分別方法の
模索はいまなお続いている。スウェーデンでも様々
な試行錯誤があり、今なお改善途上の現状がある
と捉えることが妥当であろう。
そういった流れの中で、本稿脱稿直前の2012年
10月、興味深い新聞記事に出会った。EPR原則に
おいて生産者担ってきた金銭的 /物理的回収責任
のうち、物理的な回収を自治体が担う事を、政府
が提案しているというのである 55。REPAが提供す
る深緑色のリサイクルステーションの周りの乱雑
な環境への批判が高まっているが、本来分別収集
は、自治体の方がノウハウもあり、自治体にまか
せたほうがよいという考えである。ただ、物理的
責任を自治体にうつすにしても、その金銭的責任
についてはどのように整理されるかということに
ついては、記事ではほとんど触れられていない。
自治体への負担増をきらい生産者責任を厳密に
追求し、カーブサイド収集には慎重な姿勢を崩さ
なかったスウェーデンが、EPR導入の20年後に、
今度は自治体によるカーブサイド収集への路線変
更を提唱しているのはなぜか。
おそらくこれは、ドイツでのカーブサイド収集
が一定程度成功をおさめたからスウェーデンも模
倣しようとしているという、短絡的な説明で片付
けるべきではないだろう。EPR導入により製品の
環境設計を促す効果を考えれば、生産者に相応の
責 任を課す事は説 得 的であった。1990 年 代に多
くの自治体が財政難に直面していたことに鑑みれ
ば、自治体による責任分担は、自治体には受け入
れがたかったことは想像に難くない。
この理由を考えるにあたって、本稿では分析の
射程に含めなかったが、自治体側の廃棄物ガバナ
ンスも、90 年代から 2000 年代にかけて大幅に変
化している事は注目に値する。この時期は、多く
の公共政策の分野で民営化が進行したが、廃棄物
分野も例外ではなかった。筆者が分析対象として
いるスコーネ地方では、マルメ市とブーロフ市は
自治体直営会社のVaSyd社によって廃棄物管理が
担われているし、ヘルシンボリ市ほか6自治体で
は、もともと一埋立て地を有するだけであった民
間企業NSRが、再編され自治体直営会社となり、
6自治体の廃棄物管理全般を担っている。この2社
は2000年代後半にようやく設立されたばかりで、
自治体直営会社としての歴史はまだ浅い。ルンド
市の場合は市役所の衛生局が担っているものの、
財政運営は税金に頼らず料金徴収により運営され
る、独立採算方式である。重要なのは、VaSyd社
やNSR、ルンド衛生局などの自治体の廃棄物管理
主体が分別収集した資源ごみ、あるいは再生され
た資源は、他社に売る事ができるという点である。
端的な例で言うと、分別排出された生ごみから生
成されるバイオガスは、市バス会社やトラック運
送業者に売却する事ができる。このように考えれ
ば、民営化が進行し効率化が進められた自治体に
とっては、資源ごみをより広範に集める事が、自
治体の廃棄物管理主体の財政を潤わすことにもつ
ながるのである。そのように考えていくと、ユー
ザーの利便性の追求というのは、ユーザーフレン
ドリーであることが望ましいとする単なる理想論
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や、べき論として捉えるべきではなく、むしろ、
利便性を追求する事が、廃棄物管理に関するステー
クホルダーの利益を最大化するうえで、有効な方
法となっているという視点を持つ必要があろう。
容器包装や新聞などの回収を自治体が一手に引き
受けるというアイディアも、自治体直営会社の利
益を増大させる可能性があると考えれば、わかり
やすい。
無論、こういった仮説を実証するには、資源ご
みのマテリアルフローとそれに伴う金銭的やりと
りについて確認しておく必要があり、これも今後
の研究課題の一環として位置づけたい。
他方、上述のような経済的政治的観点とは一線
を画して、比較文化的な観点から、なぜユーザー
の利便性の向上がこれほど追求されるのかを考察
することもできるかもしれない。スウェーデンの
分別収集方式では、ユーザーの利便性を向上させ
る一方で、それを遵守しないものには収集を拒否
するなどの断固とした措置を適用する、といった
厳しさも垣間見える。ルンド大学の東條博士によ
れば、日本からきたある研究者は、スウェーデン
の分別収集策をみて、性悪説にたっているのでは
ないかと述べたという。
もっとも、以上に挙げた疑問点は、未だ仮説レ
ベルであり、筆者の想像の域を出ない。今後の研
究課題として指摘するにとどめ、脱稿することと
したい。
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Abstract
Based on a half-year living experience, this author has found household waste separation and discharge easy 
and convenient in Sweden. This reality coincides with one of the Swedish strategies towards sustainable waste 
management, i.e., “It must be easy for households to sort their waste.” This paper aims to consider how the concept 
of pursuing “user convenience” has appeared and been practiced in Sweden, by exploring social factors and policy 
changes that have contributed to sustainable waste management. In order to achieve this goal, this paper traces 
the transformation of household waste collection systems after the 1970s in Sweden. In addition to administrative 
documents and reviews of previous studies, interview results by the author and existing questionnaire results are used 
for this analysis. 
The research results are as follows;
In the 1970s, curbside collection service had been offered by municipalities that provided no separate collection 
but paper collection. In the 1980s, a deposit system based on economic incentives was introduced and gave 
consumers other opportunities for discharging beverage containers separately. In the 1990s, the introduction of 
Extended Producer Responsibility (EPR) principles provided consumers a variety of opportunities for discharging 
recyclable wastes including recycling stations owned by producers, recycling centers owned by municipalities, and 
in-store collection services. Curbside collection by municipalities, which provides separate collection of papers 
and bottles, was also gradually expanded. In the 2000s, while the diversified range of collection services has been 
maintained, the governance system of waste management has changed and the role of the municipality (in terms 
of information and planning) has been strengthened. As user convenience has been given much greater importance 
in national policies and in the practice of each municipality, curbside collection by municipalities that provides 
consumers with opportunities for discharging not only paper and glass but EPR items as well has expanded in 
systematic and use-friendly ways.
（2012 年 11 月 1 日受理）
Transformation of Household Waste Separation and 
Collection in Sweden
How has convenience been taken into account?
TAKAHASHI Wakana
